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図書館だより 

①水町勇一郎編『個人か集団か？ 変わる労働と法』勁草書房（x+303頁,B6判） 
労使関係や雇用管理が個別化される中で、日本の労働法はいかにあるべきか。本書は、この根本的な問題に
対する少壮研究者グループによる意欲的な試みである。決定のレベルでは分権化、公正さを維持するために
は集団的プロセス、というのが結論である。具体的な事例に即して、今後内実が充填されていくのであろう。 

④杉田あけみ著『ダイバーシティ・マネジメントの観点からみた企業におけるジェンダー』学文社（x+317頁,A5判） 
人種・門地等自分に責任がない非情理な差別が少なくなることが歴史の進歩である、との考え方があるが、
性差別の改善も遅々として進んでいない。経営教育を専門とする著者は、国際比較も交え、雇用の場におけ
る性差別を、ダイバーシティ・マネジメント、ワークライフ・バランス等をキーワードとして分析している。 

②川喜多喬編『女性の人材開発』ナカニシヤ出版（229頁,A5判） 
事務職、秘書、看護師等女性が多く就いている５つの職業について、各々の職務を深く分析している。ジェ
ンダー論からではなく、キャリア開発に共通する問題として議論、明らかにされた実務的含意は新鮮である。
本書は、「日本の人材形成」シリーズの２作目であるが、続刊もきめ細やかな成果であることが期待される。 

⑤孫暁冬著『中国型ワークフェアの形成と展開』昭和堂（xix+336頁） 
近代において政府が労働可能者の生活を維持する方法は、就業機会を提供する方法（ワークフェア）と一定
額の所得を保障する方法（ベーシック・インカム）に分かれるが、著者はワークフェアを支持する立場から、
ベーシック・インカムの難点を指摘、中国市場社会主義におけるワークフェア形成と変容にも言及している。 

③栃本一三郎他編『積極的な最低生活保障の確立』第一法規株式会社（xiv+306頁,A5判） 
生活保護受給率は、貧困世帯の一部を占めるにすぎないと言われる。連合総研主宰の「福祉国家の再構築」
研究会の第三弾の成果である「最低生活保障制度の国際比較」に関する本書は、最低生活保障の確立をめざ
した政策論の書である。格差・貧困の拡大が喧伝される中、セーフティ－ネットの構築は喫緊の課題である。 

⑥小宮文人著『現代イギリス雇用法』信山社（xxvii+410+v頁,A5判） 
タイトルは雇用法だが、経済政策の一環として発展してきた英国労働法全般を体系的に論じた書である。規
制は詳細だが、履行強制が曖昧という英国労働法の特徴を詳述している。日系進出企業も多く、労働審判法
等、日本の労働法への影響力も強い英国労働法の最新情報を伝える本書の刊行は、時宜を得たものと言える。 

⑦河西宏祐他著『労働社会学入門』早稲田大学出版部（xvii+364頁,A5判） 
⑧児美川孝一郎著『若者とアイデンティティ』法政大学出版局（xiii+196頁,A5判） 
⑨根岸毅宏著『アメリカの福祉改革』日本経済評論社（viii+229頁,A5判） 
⑩松本博之他編『団体・組織と法』信山社（xiv+388+iii頁,A5判） 
⑪太郎丸博著『フリーターとニートの社会学』世界思想社（vii+218頁,B6判） 

⑫西村可明編著『移行経済国の年金改革』ミネルヴァ書房（vii+309頁,A5判） 
⑬右田紀久惠著『自治型地域福祉の理論』ミネルヴァ書房（ix+328頁,A5判） 
⑭東京法律事務所編『労働弁護士の事件ノート』青木書店（204頁,A5判） 
⑮全金本山労働組合「本山闘争の記録刊行委員会」編『本山闘争12000日』七つ森書館（349頁,A5判） 
⑯若林敬子編著『中国　人口問題のいま』ミネルヴァ書房（viiix+369頁,A5判） 

（新着受け入れ図書の詳細は、当機構ホームページの「労働図書館」内「新着図書情報」をご覧ください） 
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今
年
も
所
蔵
資
料
の
不
用
処
理
を

行
う
季
節
が
め
ぐ
っ
て
き
た
。
雑
誌

の
製
本
化
作
業
が
一
段
落
し
年
度
内

に
入
金
処
理
ま
で
終
え
る
と
な
る
と
、

い
つ
も
こ
の
時
期
と
な
る
。
言
う
ま

で
も
な
く
、
「
不
用
」
処
理
と
は
、

「
不
要
」
な
資
料
の
処
理
で
は
な
く
、

増
え
続
け
る
資
料
す
べ
て
を
保
存
し

て
お
く
こ
と
は
不
可
能
な
た
め
の
や

む
を
得
ざ
る
措
置
で
あ
る
。
そ
こ
で

あ
る
基
準
（
当
機
構
の
場
合
、
研
究

論
文
が
掲
載
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い

か
否
か
）
を
も
と
に
、
不
用
決
定
を

行
う
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
不
用

決
定
さ
れ
た
資
料
で
あ
っ
て
も
、
よ

り
有
効
に
活
用
さ
れ
る
よ
う
、
段
階

を
踏
ん
で
処
理
を
行
っ
て
い
る
。
不

用
決
定
さ
れ
た
資
料
は
、
①
ま
ず
、

必
要
部
門
に
管
理
換
え
を
行
い
、
②

次
に
、
Ｈ
Ｐ
等
で
広
報
し
、
一
般
に

買
取
・
交
換
を
求
め
、
③
さ
ら
に
①

②
の
過
程
を
経
て
残
っ
た
資
料
は
、

必
要
と
す
る
当
機
構
内
の
研
究
員
等

に
配
布
、
④
最
後
に
、
引
き
取
り
手

の
な
い
資
料
は
再
生
紙
に
生
ま
れ
変

わ
る
こ
と
に
な
る
。
当
館
の
よ
う
な

手
続
を
と
っ
て
い
る
と
こ
ろ
は
少
な

い
と
思
わ
れ
る
。
学
術
情
報
の
利
用

促
進
を
図
る
目
的
で
刊
行
さ
れ
て
い

る
、
さ
る
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
に
お
い

て
「
注
目
し
た
い
取
り
組
み
」
と
し

て
評
価
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。
今
年

度
の
不
用
処
理
に
つ
い
て
は
内
部
手

続
を
経
て
来
月
２
月
早
々
に
は
、
当

機
構
の
Ｈ
Ｐ
、
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
等

に
お
い
て
お
知
ら
せ
す
る
予
定
で
あ

る
。
不
用
リ
ス
ト
の
中
に
は
当
館
に

と
っ
て
は
必
要
性
が
薄
い
資
料
で
あ

っ
て
も
、
皆
様
に
と
っ
て
貴
重
と
感

じ
ら
れ
る
資
料
も
混
じ
っ
て
い
る
可

能
性
は
高
い
。
言
い
値
（
か
ち
あ
っ

た
場
合
は
高
い
ほ
う
）
で
の
頒
布
と

な
る
の
で
、
ご
期
待
い
た
だ
き
た
い
。

不
用
処
理
手
続
は
、
資
料
の
再
利
用

を
は
か
る
行
為
で
も
あ
る
。
他
館
で

も
実
施
さ
れ
、
図
書
館
間
で
資
料
の

有
効
活
用
が
図
ら
れ
る
こ
と
を
望
み

た
い
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図
書
館
長
の
つ
ぶ
や
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当
館
は
、
親
機
関
を
も
ち
、
「
労

働
」
と
い
う
特
定
主
題
に
関
す
る
資

料
を
収
集
・
提
供
し
て
い
る
、
ま
ぎ

れ
も
な
い
専
門
図
書
館
で
あ
る
。
親

機
関
を
も
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
か

ら
類
推
で
き
る
よ
う
に
、
専
門
図
書

館
の
第
一
の
目
的
は
、
親
機
関
の
事

務
・
事
業
（
当
機
構
に
と
っ
て
は
、

研
究
・
研
修
事
業
）
を
支
援
す
る
こ

と
で
あ
る
。
し
か
し
、
当
機
構
の
研

究
・
研
修
の
た
め
に
収
集
し
た
と
言

っ
て
も
、
公
費
で
集
め
た
も
の
な
の

で
、
そ
の
成
果
を
一
般
に
提
供
す
る

（trickle dow
n

）
こ
と
も
、
当
機

構
の
中
期
計
画
に
明
示
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
は
、
こ
の
研
究
・
研
修
支

援
と
一
般
提
供
・
公
開
を
二
大
目
的

と
し
て
当
館
を
運
営
し
て
き
た
が
、

当
機
構
の
よ
う
な
独
立
行
政
法
人
を

監
視
す
る
「
政
策
評
価
・
独
立
行
政

法
人
評
価
委
員
会
（
政
独
委
）
」
は
、

今
年
度
発
表
し
た
「
勧
告
の
方
向
性
」

で
、
図
書
館
事
業
も
そ
の
中
に
含
ま

れ
る
情
報
収
集
・
提
供
事
業
に
つ
い

て
は
、
調
査
研
究
事
業
と
一
体
的
に

実
施
す
る
必
要
性
が
乏
し
い
も
の
は

廃
止
す
る
、
と
し
た
。
か
な
り
厳
し

い
内
容
で
あ
る
。
し
か
し
、
研
究
員

等
の
意
見
・
ニ
ー
ズ
を
十
分
に
斟
酌
・

忖
度
し
て
図
書
館
運
営
を
行
っ
て
い

る
の
で
、
調
査
研
究
事
業
と
は
十
分

に
一
体
性
が
保
た
れ
て
い
る
と
確
信

し
て
い
る
。
し
か
し
、
今
後
は
さ
ら

に
一
体
性
を
確
保
し
、
相
乗
効
果
を

発
揮
で
き
る
よ
う
に
図
書
館
を
運
営

し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
と
い
っ
て

も
、
公
開
図
書
館
と
し
て
の
サ
ー
ビ

ス
を
弱
め
て
い
く
と
い
う
こ
と
で
は

な
い
。
図
書
館
ス
タ
ッ
フ
の
人
員
が

限
ら
れ
て
い
る
の
で
、
サ
ー
ビ
ス
の

量
に
は
限
界
が
あ
る
が
、
情
報
技
術

を
活
用
し
て
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
あ
げ

て
い
く
と
と
も
に
、
サ
ー
ビ
ス
内
容

の
ウ
エ
ー
ト
付
け
の
見
直
し
も
行
わ

ざ
る
を
え
な
い
。
バ
ラ
ン
ス
感
覚
と

見
識
・
ス
キ
ル
が
問
わ
れ
る
こ
と
に

な
る
の
で
あ
る
。 

12月の主な受け入れ図書 

開館時間：9:30～17:00 
休　館　日：土曜日、日曜日、国民の祝日、年末年始（12月28日～１月４日）、その他 
電話番号：03(5991)5032／FAX：03(5991)5659 
利用資格：どなたでも利用できます 
貸　　出：和書・洋書とも２週間、５冊までです 
※身分証明書（運転免許証、健康保険証など）をお持ちください 
レファレンスサービス：図書資料の所在調査などのサービスを行っています 

　当図書館は、社会科学関係書を中心に和書97,000冊、洋書25,000冊、和洋の製本雑誌20,000冊を所蔵している労働関係の専門図書館です。 
　労働関係の分野には、労働法、労働経済、労働運動、雇用職業、女性労働、パート派遣、高齢者労働、障害者労働、外国人労働、社会福祉など
があり、これらで、蔵書の半数以上を占めています。この他にも、経済書をはじめ経営学、心理学、教育学、社会学など関係分野に及んでいます。また、
和雑誌（490種）、洋雑誌（220種）、紀要（500種）、組合機関誌・紙についても、受け入れています。 
　特色としては、厚生労働省をはじめとする官公庁発
行の統計類などの逐次刊行物、日本経団連など経

営者団体の刊行物や民間研究団体刊行物、社史があり、労働組合に関しては、
労働運動史、ナショナルセンターや産業別組合の大会資料などを継続的に収
集しています。洋書については、特にILO（国際労働機関）総会の議事録や
OECD（経済協力開発機構）の刊行物、各国政府の労働統計書などを収集し
て閲覧に供しています。特殊コレクションは、戦前・戦後を通して労働組合の歴
史的に貴重な原資料を収集、保管しています。 

ご案内 

労働図書館（資料センター） 


